
公 告
名 称 本 店 の 所 在 地 営業廃止年月日

有限会社せきさゆり友の会 山口県萩市大字東田町68番地の７ 令和８年９月７日

名 称 本 店 の 所 在 地 許可番号 営業廃止年月日

有限会社せきさゆり友の会 山口県萩市大字東田町68番地の
７

友第6026号 令和８年９月７日
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割賦販売法及び割賦販売法施行令に基づく債権の申出に関する
公示

次表に掲げる割賦販売法（昭和36年法律第159号。以下「法」という。）第35条の３の61の許可を受
けた者は、前払式特定取引の営業を廃止し、法第35条の３の62において準用する法第27条第１項第４
号に該当することとなったので、割賦販売法施行令（昭和36年政令第341号）第10条第１項の規定に
基づき、次のとおり公示します。
令和８年 10 月８日 中国経済産業局長 向野陽一郎
次表に掲げる者が供託した営業保証金及び前受業務保証金について、法第35条の３の62において準
用する法第21条第１項の権利を有する者は、令和８年12月７日までに許可割賦販売業者等の営業保証
金等に関する規則（昭和36年法務省・通商産業省令第１号）第３条の規定に基づき、次の様式による
申出書に還付を受ける権利を有することを証する書面を添えて下記あて提出してください。
なお、令和８年12月７日までに申出書の提出をしない者は、本公示に係る営業保証金及び前受業務
保証金についての権利の実行の手続きから除斥されます。

労 働

最低賃金の改正決定に関する公示
兵庫労働局最低賃金公示第２号
最低賃金法（昭和34年法律第137号）第15条第

２項の規定に基づき、兵庫県計量器・測定器・分
析機器・試験機・測量機械器具製造業最低賃金
（平成20年兵庫労働局最低賃金公示第３号）の一
部を次のように改正する決定をしたので、同法第
19条第１項の規定により公示する。
令和８年 10 月８日

兵庫労働局長 金成 真一
第４号中「１時間1117円」を「１時間1173円」
に改める。

附 則
この決定は、令和８年12月１日から効力を生ず
る。

諸 事 項

有権者申出方

元当局所属公証人小原浩司の身元保証金還付に

つき、その上に権利を有する者は、本公告掲載の

日の翌日から６か月以内に当局に申し出て下さ

い。

令和８年 10 月８日 広島法務局

記
あて先 〒7308531 広島県広島市中区上八丁堀６番30号

中国経済産業局産業部消費経済課
電話0822245671
メールbzl-kanpu06@meti.go.jp
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様式
申 出 書

中国経済産業局長 殿
住 所
氏 名（名称及び代表者の氏名）

割賦販売法施行令第10条第１項の規定により、下記のとおり債権の申出をします。
記

１．債務者の名称及び住所
２．債権額
３．債権発生の原因たる事実
（備考）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

割賦販売法に基づく同法第35条の３の61の許可を受けた者の営
業廃止に関する公示

次表に掲げる割賦販売法（昭和36年法律第159号。以下「法」という。）第35条の３の61の許可を受
けた者から、法第35条の３の62において準用する法第26条第１項の規定による営業廃止の届出があっ
たので、法第35条の３の62において準用する法第26条第２項において準用する法第24条の規定に基づ
き、次のとおり公示します。
令和８年 10 月８日 経済産業大臣 赤澤 亮正

相続財産清算人の選任及び相
続権主張の催告
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